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事業実施の方針

広域連合の事業を円滑に行うためには、幅広い視野で広域課題に取り組む

ことができる能力を身に付けるとともに、職員間の交流を活発にすることが

必要。

広域計画に掲げる３つの重点方針

1

・ 幅広い視野を有する職員の養成

及び業務執行能力の向上

・ 構成団体間の相互理解及び人的

ネットワークの形成

・ 研修の効率化

具体的取組

・ 政策形成能力研修
2泊3日の合宿形式及び2日間の集中講義形式による

政策立案研修

・ 団体連携型研修

各団体主催の研修に、他団体の職員を受入

・ ＷＥＢ型研修

インターネットを活用し、研修を遠隔地に配信



具体的な取組の概要

「政策形成能力研修」
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政策形成能力研修
採用10年目程度または３0歳代の若手職員を対象とした政策立案研修。

２泊３日の合宿形式及び２日間の集中講義形式で、毎年テーマを選定し、1会場に集合して研修を

行い、グループ演習等を通じて、幅広い視野を持った職員を養成し、併せて職員相互の交流により

団体間の連携を深める。※令和２年度についてはコロナ感染対策のため未実施。

年度 開催地 テーマ

平成23年度 和歌山県高野町 観光振興

平成24年度 滋賀県大津市 環境

平成25年度 京都府京都市 広域観光（外国人誘客政策）

平成26年度 大阪府堺市 都市と農山村の交流・協働

平成27年度 兵庫県神戸市 関西地域における防災力の向上

平成28年度 徳島県徳島市 地域経済再生と人口減少対策

平成29年度
和歌山県和歌山市 農林水産業の振興等

大阪府大阪市 統計的思考・エビデンスに基づく政策立案

平成30年度
滋賀県彦根市 共生社会づくり

大阪府大阪市 統計的思考・エビデンスに基づく政策立案

令和元年度
京都府京都市 文化資源を活用した地域振興

大阪府大阪市 統計的思考・エビデンスに基づく政策立案



具体的な取組の概要

「団体連携型研修」
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団体連携型研修
各団体が主催する研修に他団体からの職員を相互に受講させる取組。平成24年度から実施。

【実施目的】

・他団体にはない研修や独自性がある研修の提供。

・各団体の地域性や多種多様な考え方等を理解し合い、広範な人脈づくりを行う。

【受講実績】

平成２８年度 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 2 1 2 6 5 3 1 1 1 3 25

受講実績（人） 12 31 10 21 45 2 15 5 36 12 189

平成２９年度 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 3 2 2 3 5 5 3 1 6 4 34

受講実績（人） 18 43 11 31 67 3 6 0 26 41 246

平成３０年度 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 3 3 2 3 7 4 1 1 4 8 36

受講実績（人） 31 26 20 42 27 7 13 15 52 46 279

令和元年度 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 3 4 2 3 8 5 1 1 3 5 35

受講実績（人） 26 38 25 37 39 14 22 49 29 44 323

令和２年度 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 合計

提供研修数 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2

受講実績（人） 0 0 0 0 0 55 0 0 0 0 55



具体的な取組の概要

「ＷＥＢ型研修」①
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ＷＥＢ型研修のイメージ

ＷＥＢ型研修

研修の効率化および受講機会の拡大を図る観点から、インターネットを活用し、WEB会議システムによ
り、他会場で同時に研修を受講可能とする。

また、コロナウイルス感染拡大を受け、サテライト会場を設けず、受講者が自席や在宅で受講出来る取組
を実施。

平成２５年度から実施。

自席や在宅

サテライト会場方式 個別受講方式



具体的な取組の概要

「ＷＥＢ型研修」②
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・ＷＥＢ型研修

本会場の様子

ＷＥＢ型研修

【令和３年度 ＷＥＢ型研修実績】

○債権管理研修

※和歌山県主催の研修を職場等で受講

受講者２０名（オンライン受講者）

○簿記の基礎

※滋賀県主催の研修を職場等で受講

受講者４１名（オンライン受講者）

○ダイバーシティ推進

※徳島県主催の研修を職場等で受講

受講者１９名受講予定（オンライン受講者）

今後、１３研修のＷＥＢ型研修を実施する予定

【令和２年度 ＷＥＢ型研修実績】

○地域課題解決講座「society5.0による地方創生に向けて」

※徳島県主催の研修を職場等で受講

受講者２７名（オンライン受講者）

○SDGｓ講座

※徳島県主催の研修を職場等で受講

受講者２８名（オンライン受講者）

計２研修で５５名が受講

WEB配信


